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アブストラクト

　本稿は，中央集権的計画経済を実証的に分析するための準備作業として，その中心的問
題であった「不足」や「不均衡」の計測法に関して先行研究の議論を整理し，分析に適応
可能な代理指標を提示することを目的としている．不足の存在をアプリオリの前提とする
不足学派とそれを否定する不均衡学派の間で生じた議論において，1970年代以降に分析
モデルにおける代理指標の利用の点において近似性が強まったことを確認した．それを踏
まえて，先行研究で提案されている5種類の代理指標，（1）闇為替レート，（2）闇市場価
格指数，（3）所得／小売取引高比，（4）小売取引高／小売在庫残高比の特性と問題をソ
連経済の事例において比較し，在庫ベースの代理指標が有益であることを確認した．
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不足と不均衡：代理指標とソ連経済分析への適応可能性

志　田　仁　完

1．はじめに

　ソ連や東欧社会主義諸国の中央集権的計画
経済（CPEs：Centrally Planned Economies）
において生じた不足問題に対する見方とア
プローチは大きく2つに分けられ，その間で
幅広い議論が行われてきた1．一方はKornai

（1980）を中心とする「不足学派」（shortage 
school）の議論であり，もう一方は，それに
対抗したPortes（1981；1989）等の「不均衡学
派」（disequilibrium school）の議論である2．前
者は，CPEsにはミクロ・マクロの双方のレベ
ルにおける持続的な不足が生来的に備わって
いると主張した．一方，後者はそのようなア

プリオリの前提に疑念を提示し，Barro and 
Grossman（1971）に代表される一般不均衡
理論の展開を背景として，貯蓄の増大，労働供
給の減少，余暇の増大といった計画経済システ
ム内の調整プロセスを考慮した場合に，量的制
約に直面した家計部門にも総供給に影響を与
える可能性があるため，不均衡状態が持続的
であるとは限らず，総需要と総供給の比較に
おいてのみCPEsが不均衡であるか否かを示す
ことができる，と議論した．全般的に，前者
の立場に立つ研究ではshortageという用語が
用いられるのに対して，後者のアプローチで
は disequilibrium や excess demand / supply
の用語が用いられていた．Portes and Winter

１　中央集権的計画経済の分析モデルと実証分析のサーベイは本稿の範囲外にあり，既に複数の文献に行われてい
る：Charemza（1989a; 1989b），Davis and Charemza eds.（1989），Portes（1989），Van Brabant（1990），
Leeds（1994），Kim（1996），Hazans（1999）等の文献を参照されたい．

２　Davis and Charemza eds.（1989, pp. 12-13）によれば，1980年代中盤までに不足モデルによるCPEsの分析
が80点以上の研究において行われ，不均衡モデルによる分析では1975－1986年の間に60点以上の研究が行われ
たという．
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（1978；1980）は，東欧の4か国を対象として
不均衡分析を行い，これらの社会主義諸国が超
過需要の状況ではなく，超過供給の状況にある
と結論付けた．この主張に対する反応は大きく，
Kornai（1982）をはじめとして，不足学派と
不均衡学派，また不均衡学派内において幅広い
議論が展開されてきた．
　本稿は，ソ連をはじめとする中央集権的計画
経済における不足現象を分析するための準備作
業として，不足や不均衡の計測法に関して先行
研究を簡単にサーベイし，ソ連の分析に適応可
能である適切な代理指標を提示することを目的
としている．次節では，不足学派及び不均衡学
派の議論を整理し，それを踏まえて，第3節に
おいてソ連の事例を分析していく．

2．��不足学派と不均衡学派：不足の代理指
標に関する議論の整理

　CPEsのシステム的特性に対する観点の違
いから，不足指標の選択やその測定方法に対
するアプローチや対応にも相違が生じている．
CPEsに不足が固有であると認識を共有して
いたKornaiに代表される不足学派の研究では，
供給状況の逼迫や過剰な未充足需要の増大を間
接的にであれ反映すると期待される代理指標を
用いて，不足状況の深刻化を記述しようとする
傾向が見られる．
　これに対して，後者の不均衡分析において
は，不足の存在をアプリオリの前提としないた
め，供給と需要の量的関係に基づき超過需要の
存在を実証的に明らかにできた場合にのみ，不
足の問題を議論することができると主張した．
そこでの議論は次のように要約される．はじめ
に，需給均衡の前提となるのは，経済主体の
間の取引（Q）は需要（D）と供給（S）の最
小値（Q=min {D, S}）において成立する，と
いう条件である．単純化した場合，市場経済
では，取引量（Q）と均衡するように実際の生
産量（O）が調整されるため，取引量と生産
量（O=S=Q=D）が等しくなる．これに対して，

CPEsでは，需要不足・供給不足の双方の場合で，
取引量が実際の生産量に対して事後的に及ぼす
影響は限定的であるため，実際の生産量と取引
量の間に差＝不均衡（O=Q=D≠S or O=Q=S≠
D）が生じる．需要不足（D<S）の場合，取引
は需要量に従い成立し，実際の生産量＝供給と
の間に超過供給（Q=D<S=O）が発生する．一
方，供給不足の場合，取引は実際の生産量＝供
給に従い成立し，超過需要（O=Q=S<D）が発
生する．前者の場合，需要量（D=Q）も供給
量（S=O）も観測可能であり，超過供給も生
産量と取引量の差（S-D=O-Q）として測定可
能となる．しかし，供給不足の場合には，供給

（S）＝生産量（O）＝取引量（Q）が観測可能
であったとしても，潜在的な需要（D’）を観
測することが困難であり，超過需要も容易に測
定することができない（Chang, 1992, pp. 54-
59）．換言すれば，CPEsにおいて超過需要が持
続的に生じている場合には，実際の生産量と実
際の取引量の比較によって不足を計測すること
が必然的に不可能となるのである．このような
不均衡の測定上の困難から，CPEsの総需要関
数をどのようにしてモデル化し，そこから観念
的（notional）な総需要（D’）をどのように測
定するか，実際の消費量や供給量との差として
総超過需要（D’-Q or D’-S）をどのように測定
するかが検討課題の中心となった．
　この議論と実証分析の発端の1つはPortes 
and Winter（1978；1980）による研究である．
Portes and Winter（1978；1980） は，1950
－1970年代中盤の東欧社会主義4カ国を対象と
する家計の貯蓄関数の推定結果から消費需要関
数の定式化に必要な係数を導き出し，需要の予
測値を算定し，実際の消費量または供給関数の
推定に基づく予測値と比較した．彼らは，分析
の結果，CPEsにおいて超過需要は一時的には
生じていたが，持続的なものとしては生じてお
らず，反対に超過供給の状況が生じていると主
張した．一方で，Portes et al.（1987）は，家
計の過剰流動性及び超過需要という需給不均衡
に対する計画官の調整行動を含むモデルによっ
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て，ポーランドに関して1980年までの期間に
拡張した分析を行い，以前の議論に修正を行
い，超過需要の存在を一部認めている．さらに
Portes（1989, p. 38）は1970年代中盤以降に
おいて，そして特にソ連においては，超過供給
が存在しているという見方を示したことはない，
と言及している．
　 こ こ で 注 目 す べ き 点 は，Portes et 
al.（1987）が，計画官の行動に超過需要の代
理変数を導入している点にある．Davis and 
Charemza eds.（1989） は， 不 均 衡 学 派 を

（1）「恒常的超過需要モデル／不均衡指標モ
デ ル 」（chronic (known) excess demand / 
disequilibrium indicator）と，（2）「検証可能
な超過需要モデル」（testable excess demand）
の2つに大別し，後者の代表がPortesの一連の
研究であると指摘している．不均衡学派の中で
も，前者は，需要関数をモデル化する際に，超
過需要が存在することを前提とし，その超過需
要を観察可能な代理変数によって表そうとする．
一方，後者は，超過需要の存在を前提とせずに，
需要関数と供給関数の最小条件を解こうとす
る．Portes and Winter（1980, pp. 142-143）
は，Howard（1976）が，CPEsの消費者行動
が数量的制約下にあるか否かを検証する際に，
超過需要の存在をアプリオリとし，自由市場と
公式市場の価格差を超過需要の代理指標として
用いることがミス・リーディングであり，方法
論的に誤りであると批判した．しかし，Portes 
et al.（1987）は，消費行動自体に数量制約を
アプリオリとする想定を置いてはいないものの，
計画官の行動に超過需要の代理指標を導入して
おり，このことは，Portesのように不足学派の
最も対局に位置していた研究者自身も，CPEs
に超過需要が存在しており，それを間接的に反
映する代理指標が一定程度有効であることを認

めた，と理解されるであろう．実際に，Portes
（1989, p. 43）は，総超過需要を用いた彼らの
集計的なアプローチが，Kornai（1982）等の
より分計的な研究手法と整合的であり，それら
を補完するものである，と述べている3．この
ように，不足学派と不均衡学派の間で分析手
法や不足の存在に関して， 1970年中盤代以降，
常に白熱した議論が展開されていたが，一定の
接近があったと評価できる4．
　そこで，超過需要の存在を周知の前提とする
が，その規模は測定によってのみ明らかにされ
ると主張する（1）「不均衡指標モデル」にお
いて，いかなる代理指標が用いられているかを
見ていく．このアプローチは，一般不均衡理論
の実証分析への適用初期から用いられている．
Fair and Jaffe（1972）は，米国の住宅市場の
不均衡の分析に際して，価格の変化を不均衡指
標として採用し，サンプルを分割した分析を
行っている．ここでは，価格上昇期に超過需要
が発生し，低下期に超過供給が発生したと想定
されている．しかし，このような価格調整機能
は価格がより硬直的であるCPEsでは想定でき
ないため，東欧CPEsへの「不均衡指標モデル」
の適用に際して，適切かつ観測可能な指標が検
討された（Charemza, 1989a）．Charemzaの
初期の研究では所得（Y）に対する貯蓄の増分

（ΔSaving）の比率が強制（非自発的）貯蓄の
増大を反映するものとして超過需要関数の説明
変数として用いられ，取引量と供給量が等しく
なる供給関数（Q=S）と，需要量から超過需要

（ED=D’-Q）を差し引いた取引量の関数（Q=D’
-ED；ED=γΔSaving/Y+μ）がそれぞれ推定
された．Welfe（1985；1989）では，ポーラ
ンドを分析する際の不均衡指標として，需要
と供給の比の歴史上の最小値（min {D/S}）と
分析対象時点のそれとの差が用いられ，Welfe

３　ミクロ的な需給の不一致の重要性を強調するKornai（1982）は，総供給と総需要というマクロ集計的分析法を
採用する不均衡学派の方法論が不適切であると主張しているにもかかわらず，Kornai自身の不足指標はPortesら
の超過需要の推定結果と相関していると認めており，実際に相関係数は0.604と高く，指標の転換点も近似的で
あると，Portes（1989, p. 43）は指摘している．

４　Charemza（1989b, p. 314）は，Portes et al.（1987）のモデルと「不均衡指標モデル」の近似性を指摘している．
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（1986）では，公式部門の商業在庫の変化が取
り上げられた．後者の代理指標では，望ましい
水準の在庫額は販売額に比例的に形成され，価
格は固定的であり，資材・機械・雇用上の問題
から生産の増大には限界があり，消費財や生産
財の輸入も不可能であると想定されている．そ
のため，生産の増大が伴わなければ，所得の増
加は，必然的に公式部門の在庫を最適水準以下
に縮小させることになる．超過需要が存在する
場合，生産が増大したとしても，それは消費者
によって購入されてしまうため在庫の増大をも
たらさない．その後に，それ以上の生産の増大
の下で初めて在庫の増大が生じることになる．
しかし，在庫額が当初の最適水準に戻った場合
においても，販売が増大しているため，販売額
に対する在庫額の最適な比率は回復されておら
ず，供給は依然としてひっ迫した状況にあると
理解される．超過需要と在庫変化の関係は，ハ
ンガリーを対象とするHulyak（1989）におい
ても実証的に示された．
　この他にも，ポーランド語の研究では様々な
指標が提案されている．Charemza（1989a）
によれば，1970年代から1980年代にかけて，
ポーランドの分析では食料品の自由市場価格と
公定価格の差，テレビ在庫高，ハンガリーの分
析では自動車の購入のための待機リスト，貯蓄
の増分といった不均衡指標が利用されている，
という．また，Charemza（1990）は，公式
市場と並行市場の価格，またそこから導かれる
仮想的な価格（virtual price）に基づいて超過
需要の測定を行っている．本人が自認する通
り，これはHolzman（1960）による抑圧イン
フレの計測の手法に近似的である（Charemza, 

1990, p. 336）．
　さらに，Nijsse and Sterken（1996）及び
Mulligan and Nijsse（2001）は，多種存在す
る代理指標として，名目経済成長率に対する名
目家計所得成長率の比，自由市場と公定市場の
価格差，小売商業の名目成長率と家計所得の名
目成長率の比，在庫と消費の比を挙げている．
Chang（1992）は，貯蓄・所得比率の変化が，従っ
て非自発的貯蓄の増大が不均衡の増大を反映し
ていると想定し，ここから需要関数を導き，超
過需要を測定している．
　以上のように，「不均衡指標モデル」では，一
財に限定した指標や，消費市場全体を包括する
指標など，様々な代理指標が検討されてきた5．
これらの代理指標の提案の背景には，一般不均
衡分析の理論的発展とともに，不足学派の研究
の蓄積があったことは想像に難くない6．実際
に，Charemza and Gronicki（1988, p. 28）
は，1960－1980年のポーランドの分析に際し
て，超過需要をアプリオリの前提としている
が，それは，R. BarroやH. Grossmanらのネオ・
ケインジアン，T. BauerやJ. Winieckiらの現
代マルクス経済学，J. Kornaiらの経済システ
ム理論，A. NoveやA. Zawassらのソ連型計画
経済論から導き出されている，と述べている．
　以上で見てきた不足や不均衡の計測に関する
文献を網羅的に整理することは本稿の課題では
なく，部分的な整理に基づいて，ここで改めて
強調される点は，不足を測定する際に，不足が
存在しない場合の観念的な需要（D’）と実際
の消費量（C）・供給量（S）・取引量（Q）と
の差として超過需要を計測することがより適切
ではあるとしても，不足状況を反映するような

５　「不均衡指標モデル」には分類されないが，不均衡指標を用いた分析も行われている．Podkaminer（1982）及
びPodkaminer et al.（1984）は，拡張線形支出体系モデルによるポーランドの不均衡の分析に，その他の市場
経済諸国（前者はアイルランドとイタリア，後者はCPEsを含む30カ国）の価格体系をレファンレンスとする自
国の不均衡価格体系を導入し，Collier（1986）は，価格統制の存在しない西ドイツ家計の支出体系をレファン
レスとして東ドイツ家計の数量的制約と不均衡の分析を行った．また，Askanas and Laski（1985）はオースト
リアとポーランドの消費水準の比較を行った．その他に，Brada and King（1992）のように，超過需要を潜在
変数とするMIMICモデルによる分析も行われている．

６　例えば，米国の労働市場・消費財市場・投資財市場における不均衡の分析に際して，Rudebusche（1989）がさ
まざまな不均衡指標を整理している．
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代理指標を用いることが完全に否定されるべき
ではなく，その有効性が一定程度認められると
いうことである．

3．��不足の代理指標の選択とCPE分析への
適用可能性の検討：ソ連

　以上の議論を踏まえ，次にソ連の家計行動の
分析に適切な不足の代理指標が何かを検討して
いく．以下で検討してく指標は，実証分析を行っ
ている先行研究に従い，以下の5種類に整理さ
れ る（Kornai, 1976；1980；Charemza and 
Gronicki, 1988；Chawluk, 1994；Chawluk 
and Cross, 1994a；1994b；Hazans, 1999；
Kemme, 1989；Kim, 1996等を参照）：
　（１） 　闇為替レート：この系列は，その調査

法は判然とないが，1960－1976年まで
はPick’s Currency Yearbookに よ る 闇
為替レート（Culbertson and Amacher, 
1978；Pick, 1974；1978）， そ れ 以 降
は世界銀行による非公式為替レートの数
値（Marer et al., 1992）であり，これ
らの系列を公定為替レートの比として示
した7．ジャーナリストのスミス（1985，
p．45）は，1970年代前半の状況に関し
て，「通常のルーブルと1対8」の割合で
交換されている」と記述しており，Pick’
s Currency Yearbookの数値も1970年
においては7.1であるため，必ずしも全
く不当な評価とは言えないであろう．

　（２）　闇市場価格：同系列は，公式統計から
算定されるコルホーズ市場の自由価格
と公定価格の比として示される．国営・
協同組合小売商業（o）の平均公定価
格とコルホーズ市場（k）の平均価格を

それぞれpoとpk，その取引量をqoとqkと
するとき，各部門の取引額Ro及びRkは，
pkqk=Rk，poqo=Ro，取引総額はR=Ro+Rk

として示すことができる．公式統計から
得られるデータは，国営・協同組合小売
商業取引高Roと小売商品取引総額Rにお
ける部門別構成の比率（s）に限定される．
小売商品取引総額に占める国営・協同
組合小売商業の比率はso，コルホーズ市
場の比率はskとしてあらわされる．ただ
し，この比率は2種類の方法で計測され
る．1つは実効価格（po及びpk）による
評価であり，コルホーズ市場の比率はコ
ルホーズ市場価格で評価されている．も
う1つは，公定価格（po，同一価格）に
よる評価である．

　　　 そこで，コルホーズ市場の取引規模を
公定価格で評価した場合における国
営・協同組合小売商業の比率をso,1，両
部門を実効価格で評価した場合の比率

をso,2と次のように示す：so,1=
poqo

poqo+poqk

= Ro

Ro+poqk
, so,2=

poqo

poqo+pkqk
= Ro

Ro+Rk
　（A）．

　　　 （A）式から，実効価格と公定価格のそれ
ぞれで評価したコルホーズ市場の取引額
を計算することができる：pkqk=Rk=Ro×
1-so,2

so,2
, poqk=Ro×

1-so,1

so,1
　（B）．

　　　 さらに，この（B）の2つの数値を比較
することによって，公定価格とコルホー
ズ市場価格の平均的な価格差gkを算定で

きる：pkqk

poqk
=(1-so,2

so,2 )/(1-so,1

so,1 )= pk

po
=gk  （C）8．

７　世銀のinformal exchange rateは，外国人旅行者による為替取引のことを示している可能性がある．Marer et 
al.（1992, p. 254）は，旅行者の外貨に対する需要と供給が公定レートに合致しなくなるときに，インフォーマ
ル・レートが生じると指摘している．Fish and Edwards（1989, p. 419）の解説によれば，ソ連への旅行者は
国内で指定の銀行においてのみルーブルを購入することができ，その取引は記録され，税関でチェックを受ける．
この際の公定レートが需給状況に応じていない場合に，闇取引が発生すると考えられ，ソ連市民と外国人旅行者
の非合法の財・貨幣の取引に関しても，上述文献が紹介している．

８　なお，（C）式からt年におけるコルホーズ市場価格がpk,t=po,t×gk,tとして算定され，例えば1960年を基準とするコ
ルホーズ市場の価格指数Ik,tは次のようにして測定することができる：Ik,t=

pk,t
pk,1960

=Io,t×
gk,t

gk,1960
．
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　（３）　所得／小売取引高比，（4）小売取引
高／小売在庫残高比，（5）所得／小売
在庫高比．

　5種類の指標の推移を図1に示し，簡単に概
観する．図が示す通り，（3）所得／小売取引
高の比の推移の変化は緩慢であり（変動係数
0.03），その他の指標が示す傾向とは合致して
いない．他方で，軌を一にする（4）小売取引
高／小売在庫残高の比と（5）所得／小売在
庫残高の比はより変動が大きく（同0.19及び
0.14），1980年代後半に急激な上昇傾向を示し
た．同様の傾向は（1）闇為替市場のプレミア
においても観察される（同0.26）．（2）コルホー
ズ市場の価格差はほぼ一貫して上昇傾向を示し
ている（同0.20）．この価格差は，1960年代は
1.3 ～ 1.7倍の間で推移したが，1970年代には
2倍のレベルで推移し，ソ連崩壊直前のペレス
トロイカの時期には2.5倍の水準にまで広がっ
た．1980年代後半以降に生じた経済システム
や社会経済状況の急激な変化を最も反映する指
標となっているのが，（1），（4），（5）である．

　表1に，指標の相関行列を示した．（4）と（5）
の相関は0.99であり完全に合致している．し
かし，同じ商業統計を用いた場合でも，在庫
ベースの指標（4）及び（5）と取引高ベース
の（3）の間の相関は0.7 ～ 0.8と若干弱まる．

（1）闇為替ベースの不足指標との関係を見る
と，（2）コルホーズ市場の価格差との間の相
関が最も低くなる（0.48）．ここで，1980年代
以降における不足の上昇トレンドの潜在的な影
響を除去するために，1960－1979年に限定し
た相関係数も表に示した．同表から示される全
般的傾向は，1980年以前の時期において，5つ
の指標の間における相関が低下しているという
状況である．このような各指標の時系列的趨勢
における相違は，ポーランドの場合には見られ
な い．Chawluk and Cross（1997, pp. 106-
108）は，本稿で取り上げた不足指標の中で（1），

（2），（3），（4）に関して系列を整備し比較し
ている．相関係数自体は示されていないものの，
時系列的趨勢はほぼ軌を一にしていると判断で
きる．以上の指標の概観は，ソ連の不足を代理

図1　不足指標の比較：ソ連，1960－1990年　出所：筆者作成．
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する潜在的な指標の傾向は必ずしも合致してい
ないため，適切な指標を選択する必要性を強調
するものである．そこで，改めてソ連の実状と
制度を踏まえた適用可能性・適切性の観点から，
不足指標の選択を行っていく．
　第1の指標は，闇市場ベースと公式ベースの
為替レートの比に基づく不足指標である．ソ
連の「ベリョースカ」（березка）と呼ばれる外
貨ショップでは，自動車や協同組合住宅，家
具，電化製品，外国製の衣料品といった一般の商
業ルートにおいて入手困難な財を行列なしで購
入することができた．従って，国内の商店で財が
入手できない場合に，消費者は支払い手段と
して外貨や外国郵送商業証書（сертификаты  
внешпослыторга）を調達し，財を購入しよ
うとする．このような場合に，外貨やその代替
物の価値は増大する．しかし，外貨ショップ
へのアクセスは，法律上，外国での労働（外
交官，貿易公団職員，外国特派員，国際機関
職員，海外派遣エンジニア・専門家等）や送
金（作家，芸術家，遺産）を通して外貨を入手
した地位の高い人々に制限されていた9．実際

には，そのようなアクセス制限は実効的ではな
く，闇市場で外貨や証書の取引が行われ，ベ
リョースカにおいても利用資格に関する証明は
求められず，政府による厳しい処罰も課される
ことがなかった．その一方で，ソ連では1980
年代後半までは，公共の場で外貨ショップに関
して話すことはタブーであり，新聞等において
も言及されることがなく，メディアにおいて議
論の対象となったのはペレストロイカ期におい
てであったという指摘もある．Ivanova（2013）
は，上記のようなベリョースカの実態をアーカ
イブ資料に基づき記述し，ソ連の状況は東欧諸
国の状況と対照的である，と指摘している．ま
た，Vanous（1980）は東欧6カ国とソ連にお
ける外貨取引の法制度を比較し，ソ連における
法的規制が最も強いことを示している．一般市
民にとっての外貨の有効性や需要を詳細かつ
直接的に検討することはできないが，1979年
及び1984年のモスクワ市の外貨ショップの取
引高が2.7億ルーブル及び3.3億ルーブルであり

（Ivanova, 2013, p. 247），これは同市の国営・
協同組合小売商業取引高の1.6％及び1.5％（筆

表1　不足指標の相関行列

注：有意水準：***：1％；**：5％；*：10％．
出所：図1に基づき筆者算定．

９　ベリョースカ（「白樺の若木」の意味）の名称は，1930年代においてマグニトゴルスクに同名の外国人エンジニ
ア居住地が存在していたことや，海外公演を頻繁に行う同名のフォークダンスグループが1948年に設立された
ことなどに関係しているようである．ウクライナでは「カシタン」，ラトヴィアでは「ジンタルス」と称される．
ソ連において，1931年にトルグシンと呼ばれる外貨ショップが存在したが，1936年に廃止され，ベリョースカ
が設立されたのは1958年以降のことである．設立当初は，外国で働くソ連市民への国内製品の送金・通信形式
での販売を主たる業務としていたが，その後，対象者及び商品の範囲が拡大し，外貨現金や銀行券（Д：外交
官のDを意味する）での購入が可能となり，店舗や外国人向けの専門店が設立され，輸入品の取り扱いも行われ
るようになった．外貨ショップは構成共和国の首都や大都市に設立された．外貨ショップに関しては，Ivanova

（2013）を参照．
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者算定）に過ぎないため，ソ連・構成共和国全
体のレベルの不足を代理する不足指標としての
闇為替レートの有効性も限定的であると筆者は
評価している．さらに，闇為替相場は国内市場
の不足のみならず，国際政治が大きな影響要因
として作用している．Pick（1977, p. 602）は
1960年代における闇為替相場の変動の要因と
して，キューバ危機，ポンド切り下げ，ソ連に
よるチェコ侵攻等を指摘している．1970年代
の後半における為替レートの変化には，第二次
石油危機やアフガニスタン紛争が影響している
と考えられる．
　次に，コルホーズ市場と公定市場の価格差に
基づく不足の代理指標の有効性を見ていく．上
述の通り，この指標は，時系列的推移の点でそ
の他の指標との乖離が最も大きい．その理由
は，コルホーズ市場の規模自体が国営・協同組
合小売商業の3％と小さいことに加えて，主た
る取引品目が食料品に限定されているという点
にあると考えられる．公式統計に基づき，コル
ホーズ市場取引総額と食料品取引額を計算する
と，コルホーズ市場取引における食料品シェ
アは1960－1990年において期間平均91.9％で
あった10．同期間において国営・協同組合小売
商業取引における食料品シェアは58.2％から
43.8％へと14.4％ポイント低下している．こ
のように，国営・協同組合商業部門において生
じた未充足需要に応じる経路としてコルホーズ
市場の機能は，規模及び取引品目の両面におい
て限界があるため，コルホーズ市場における自
由価格の変化も，必ずしもソ連の消費市場の全
般的状況を反映したものとして評価することは
できない．特に，衣料品・家具・電化製品・自

動車といったより不足が深刻に生じやすいと予
想できる非食料品の状況をコルホーズ市場価格
差によって代理することが困難になる．この点
は，非食料品が主要取引品目であり，食料品販
売が廃止されている外貨ショップ及び闇為替市
場プレミアによる不足指標と対照的である．
　上記の通り，（1）及び（2）による不足の代
理指標は，その捕捉範囲・取引品目・参加経済
主体の点において限定性の強い指標であると評
価される．それに対して，（3），（4），（5）の
指標は商業部門全体の広範囲の品目を対象とし
ているという点において，包括的な指標である
と評価できるであろう．ただし，上述の通り，

（3）と（4）・（5）の間では推移に明確な相違
が見られる．このことは，前述のWelfe（1986）
の指摘の通り，消費市場において超過需要が生
じた場合に，最初の対応として在庫からの供出
によって商業業務が維持されること，また生産
が増大した場合に，それは最初に販売に充てら
れ，在庫の増大に寄与するのは，超過需要が解
消された後となることと関係している．このこ
とから，在庫統計に商業部門の逼迫状況がより
はっきりと反映されると予想される．
　Kornai（1976, pp. 334-335；1980, pp. 
463-468）は，在庫変化（標準在庫量からの乖
離）に関して，客観的な指標ではあるが，間接
的であり，全方位的（full-scope）な観察では
ないため，完全に信頼できるものではない，と
問題点を指摘しているが，間接的な代理指標と
しての有効性を認めている11．この批判は，こ
こでは，現象の観察が直接的か間接的か，ある
特定の財に対してのみ行われるか，全ての財
を対象（scope）とするかがを問題としている．

10　『ソ連国民経済統計年鑑』収録の商業形態別・小売商業構成，食料品の形態別構成の数値に基づき，コルホー
ズ市場の取引総額と食料品取引額を筆者算定．1960－1990年の期間において，最小値は1962年の79.8％，最
大値は1979年の99.6％，標準偏差4.95となる．ただし，1975年，1977年，1980年において食料品シェアが
102.7％，103.1％，104.4％と100％超の異常値を示したため，これらの数値を除外した算定値を示した．

11　コルナイが間接的な相対指標として提示しているのは4つの方法である．第一に，相対的に，財が不足していな
い時期や地域をベンチマークとし，そこからの乖離を測る方法，第二に，在庫シグナルを測る方法，第三に，購
入者へのインタビュー，最後に，行列の直接的な観察である（Kornai, 1976, pp. 342-343）．また，生産部門
の不足に関してであるが，在庫に関係する指標を最も重要な不足の総合指標であると評価している（コルナイ，
1984，p．15）．
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Kornaiは，不足（や滞貨）は個別の財レベル
で発生し，その際に，家計は強制代替といった
適応行動を余儀なくされるため，不足を集計的
に計測することはできないという議論を展開し，
不足の程度を，個別の財レベルにおいて，例え
ば，住宅の割り当て順番待ち時間や，乗用車購
入の順番待ち時間，電話敷設申込者数，もしく
は物量単位で見た個別の財の不足量というよう
なそれ自体が集計化できない指標の集合（ベク
トル）や関数として示そうとする．この批判は，
ある財がどの程度不足していると判断できると
しても，その判断は部分的であり，全方位的で
はない，という意味において理解される．しか
しながら，筆者が上記において有効性を強調し
た不足指標は，物量単位の指標ではなく，在庫
額
4

に対する所得額
4

の比という価額単位の指標で
あり，有効な購買力の利用可能性を問題として
いるため，Kornaiの批判は当てはまらない．例
えば，ある複数の財を需要する消費者がその全
ての財を商業網において入手できず，待機リス
トに自己を登録したとする．この時，待機中の
消費者が保有する貨幣は，その他の用途におい
ても利用可能であり，さらに別の待機リストへ
の登録もありうる12．実際に，住宅割り当ての
場合，企業が管理するアパートと自治体が管理
するアパートの双方に同時に申請されるケース
がある（Morton, 1980, p. 239）．このことは，
有効な購買力を考慮しないために，実際に可能
な選択が1つであるにもかかわらず，不足が重
複して計測される可能性を示唆しているのであ
る．Kornaiの不足指標が消費者の事前的な意
思表明に基づいている一方で，筆者がとりあげ
ている指標は，事後的な指標として理解される
点に注意したい．
　以上の議論を通して，ソ連経済の分析に適し

た不足の代理指標として提案されるのが，（4）
小売取引高／小売在庫残高比，（5）所得／小
売在庫高比の2つとなる．ただし，Kim（1996）
が指摘するように，小売取引高には，小規
模卸方式による企業への販売額や漏出効果

（siphoning effect）という企業による非合法の
買い付けが含まれてしまうため，家計の購買力
のみを反映するものとはならない．従って，ソ
連を対象とする分析において最も適切である
と評価できる不足の代理指標となるのが，（5）
所得／小売在庫高比であると筆者は評価する．
本論の最後に，不足の代理指標に関して留意す
る点を3つ指摘しておく．
　第1の留意点は，分析に際して，行列，待機
リスト，待機時間といった不足現象を直接的に
観察した指標やアネクドータルなエビデンスに
依拠していないということである．その理由は，
これらの変数を体系的かつ時系列的に収集する
こと自体が難しく，新聞・雑誌等の記事にある
ような偶発的な観察に依拠しなければならない
という問題による．また，個々の財の状況が消
費市場全体の状況を必ずしも反映するとは限ら
ないという点も方法論上の問題となる．例えば，
行列それ自体が不足の反映か，販売スタッフが
少ないといった商業の非効率性によるものかを
明らかにすることはできない13．1970年代前
半におけるソ連での生活体験を記録したニュー
ヨーク・タイムズ紙記者のスミスは，ソ連の大
半の商店では商品購入の手続き面倒であり，何
を買うか決め注文する，次に別の場所で定価を
支払う，最後に物を受け取る，というように最
低3回行列に並ぶ，と説明している（1985，p．
74）．コルナイ（1984，p．13）は，不足経済
下の家計の典型的な行動が「行列があれば，そ
こに不足財があるに違いないから」，「行列を見

12　自動車を購入する場合，注文の時点で定価の25％を支払い，残額は受け取りの際に支払われる（Siegelbaum，
2008, p. 239）．

13　待機リストに関しては異なる問題を指摘できる．例えば，アパートを入手する際には，大都市においては居住許
可証が必要であり，許可証の無い者は待機リストに記載されない．また，現在居住するアパートが居住面積など
の衛生基準を満たしている者に関しても，多くの場合，待機リストに記載されない（Morton, 1980, pp. 239-
242）．このような状況は実際の不足状況を過小評価する要因となりうる．
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たらとにかくそれに加わり，それから何の行列
かを聞く」，と指摘している．そのため行列の
ad hocな観察結果と不足状況・超過需要状況
を重ね合わせてみることには注意が必要となる
のである．とはいえ，特に1980年代後半にお
いて，不足が悪化し，行列がより長くなったと
いうことは，上述の代理指標が示す1980年代
後半における不足の劇的な深刻化の傾向と合致
しており，同指標の適切性の評価を補強するも
のと思われる．特に，ソ連崩壊末期においては，
複数の食料品に関して配給制が導入され，行列
が形成されるようになった．また，A. Asulnd
によれば，「1990年半ばに基本食料品の一般的
獲得傾向は11％しかなく，調査された1200品
目の基本消費財のうち96－97％は全くなかっ
た．職場を通じた販売という形での配給制が拡
大した．行列も増えた」，という14．簡単な比
較はできないが，1969年5月13日のニューヨー
ク・タイムズの記事（Gwetszman, 1969）に
よれば，ソ連市民は買い物に1年間で300億時
間も費やすという．この長い買い物時間の要因
の一部は，販売方式の非効率性によるものであ
るが，その後にセルフサービス方式での商業の
拡大にもかかわらず，買い物時間は減少してい
ない．1984年のタイム誌の記事を引用してい
るLarson（1987, p. 899）によれば，食料品
や必需品を購入するために，ソ連市民は年間
で370億時間も費やしているとプラウダ紙が計
算しているという．アメリカ人1人が1日平均
で30分間行列に並ぶ場合に要する人数は2億人
となり（ibid.），日常的な買い物を行う成人は
その半分以下であるため，ソ連における買い
物時間の長さを強調する数値と見ることがで
きるであろう．また，1969年5月14日の記事
を引用したNash（1971, p. 44）によれば，平
均的なソ連の消費者は，買い物のために年間
300 ～ 400時間を商店で過ごすという．1日の
稼働時間を16時間とすれば，1日の5 ～ 7％が
買い物時間ということになる．これに対して，

Shleifer and Vishny（1991, p. 347）は，非
公式の情報として，ソ連の成人は起きている
時間の25％を行列に費やしている，と記して
いる．無論，これらの状況の変化そのものは
1980年代における不足の深刻化を反映するも
のである，と筆者は評価している．
　第2の留意点は，CPEsの分析において，在庫
ベースの指標をなぜ不足の代理指標として解釈
できるかという点である．前述の通り，在庫に
よる代理指標を用いた不均衡の理論・実証研究
は，市場経済を対象としても行われている．例
えば，Rudebusch（1989）は，消費財市場に
おける不均衡のモデル化に際して，超過供給
を「意図しない在庫の蓄積」の関数として示し
ている．ただし，このモデルにおいては，供給
側に超過が発生しているため，需要量＝取引量
も観測可能な変数である点に，CPEsの議論と
相違がある．そこでCPEsにおいては在庫形成
の特徴が市場経済と異なるという点を強調して
おきたい．Kornai and Budapest（1995）は，
インプットとアウトプットにおける在庫の比を
ハンガリー，オーストリア，カナダ，フィンラ
ンド，日本，ポルトガル，米国に関して比較し
ている．その比はハンガリーとその他の諸国に
おいて対照的な数値を示している．ハンガリー
においては，インプット／アウトプットの在
庫比が1980年代前半に6.10であったが，1989
年には4.65（31％減）にまで低下した．一方
で，その他の6カ国では1980年代前半において
平均1.28から1989年には1.18（8.5％減）へと
変化した．この相違は，市場経済とは異なり，
CPEsのハンガリーにおいて，投入物の在庫が
大きいためであるという．同研究は，この相違
に対して，慢性的な不足状態にある企業は，中
間投入の調達の不安定さを緩和するために，投
入物を備蓄する傾向が強まり，商業側の在庫が
相対的に小さくなるという解釈を示している．
このことは，不足の増大は，生産部門よりも商
業部門の在庫の変化により大きく生じやすい可

14　Aslundの記述に関しては，加藤（2006，p．203）に依拠している．
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能性があることを示唆していると考えられる．
　市場経済のアメリカとCPEsのソ連における
在庫の特性を比較した研究としてCampbell

（1958）がある．ただし，同研究の分析は
1930年代から1950年代までの期間を対象とし
ており，図１および表１において筆者が示した
分析と対象期間が異なっている．そこで，より
新しい年代に関して，米ソの比較を示し，ソ連
における在庫の特性に言及したい．図2におい
て，年末の小売商業における在庫残高に対する
小売商業取引高の比として販売／在庫の比を示
した．これは先に言及した不足の代理指標（4）
に対応する系列である．これを，当年の景気状
況と重ね合わせるために，横軸にソ連に関して
はNMP実質成長率を，米国に関してはGDP成
長率を示した．不足の代理指標（4）を用いた

米ソ比較が可能であるという前提に立てば，同
図は明らかに米国がソ連よりも高い販売・在庫
比を示しており，米国が深刻な不足状態にある
ことを示すものとなる．無論，このような解釈
は適切ではなく，販売・在庫比の水準の相違が
両国の制度的相違によるものであると考えら
れる．この点は，前述のKornai and Budapest

（1995）の指摘と整合的である．またスクルス
キ（1991，pp．109－115，142）によるソ連
とアメリカの消費財在庫の分析では，小売商業
取引高に対する消費財在庫全体の比がほぼ同一
水準にあるが，小売商業にある在庫に関しては，
ソ連の小売在庫／小売商業取引高の比（筆者の
図の数値の逆数）がアメリカのそれを著しく上
回っていると指摘されている。スクルスキの指
標は、筆者のそれの逆数であり、両者の議論が

図2　在庫指標と経済成長の関係：米ソの比較，1961－1990年

出所：筆者作成．
ソ連：図1を参照．米国：GDP成長率はWorld Development Indicatorsの数値を用いた．米国の
小売販売額と小売在庫額は，アメリカ合衆国国勢調査局（United States Census Bureau）による
Current Business Reports（各年版）に基づき算定した．

15　ただし，スクルスキの指摘は，小売商業の非効率性，特に滞貨の問題を念頭に米ソの比較を行っているため，筆
者の観点とは異なる点に注意しておく．
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整合的であることを確認しておく15．
　もう1つの相違は，経済成長と販売・在庫比
の関係にある．販売・在庫比を被説明変数とし
て，成長率を説明変数とするもっとも単純な線
形回帰の推定を行った場合，成長率の回帰係
数がソ連において－0.2239と負の係数をとり，
米国においては0.0352と正の係数をとる16．ソ
連においては，経済成長に伴い，消費財の供給
量が増えた結果，在庫も増大し，在庫に対する
販売額の比が低下し，不足が緩和する．これに
対して，米国の場合，経済成長に伴い，家計所
得が増大し，その結果として販売量が増大する
ため，在庫に対する販売額の比が上昇する，も
しくは在庫が枯渇する状況が生じると理解され
る．以上のように，在庫ベースの指標は，あく
までもCPEsの文脈においての不足を代理する
ものと考えられる．
　第3の留意点は，多くの研究によって示され
ている通り，CPEsには不足だけではなく，「滞
貨」（slack）が同時に存在しているため，指標
において反映されるのは，両者を集計化した
ネットの数値である，という点にある（Kornai, 
1980；1982；Kemme, 1989；Podkaminer, 
1989；Portes, 1989；Tsang, 1990；Roland, 
1990）．不足の代理指標を構築する際の問題は，
在庫額に消費者の需要に対応せず，将来的にも
消費者によって購入されることがない財が滞貨
として退蔵される場合に，不足の程度が相殺も
しくは過小評価されてしまう，という点にある．
この問題を解決することは容易ではなく，筆者
の採用した不足の代理指標も，それが不足の相
対規模を反映しているという想定を肯定した場
合においてのみ，成立する．ただし，在庫額の
対前年比変化率は趨勢的な上昇傾向を示してい
ないことから，滞貨としての在庫が長期にわ
たって商業部門に蓄蔵されるために生じる在庫
残高の累積的な増大の影響は限定的であると予

想され，不足の代理指標に対する影響も限定的
であると考えられる．
　以上のように，本稿で議論を行った不足の代
理指標は，超過需要の直接的な計測ではなく，
滞貨と不足を集計化した相対的な指標であると
いう方法論・計測上の限界がある．従って，第
二市場と不足の関係に関する実証分析もこのよ
うな制約の枠内において成立するものである．
しかしながら，それでもなお，分析の中心にお
いた不足の代理指標の有効性は積極的に評価で
きると結論付けられる．
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